（別紙１）
予算要求資料
平成25年度9月補正予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費
	事業名: 新 いじめ対策等生徒指導推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　教育委員会　学校支援課　生徒指導係　電話番号：058-272-1111（内3695）
　　　　　　E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　 補正要求額：　1,107 千円
（現計予算額：　    0 千円　　　補正後予算額：　1,107 千円）
	要求内容


	１　要求の内容


いじめの問題に対応するために、早期発見・早期解消のために様々な事業を行っているが、事後の対応だけではいじめの問題についての根本的な解決にならない。
いじめの未然防止のためには、学校だけではなく、家庭や地域を巻き込んだ取組も重要であるが、これまでは十分な取組がなされてこなかった。
国においても、教育再生会議にて、いじめ問題等への対応として、学校、家庭、地域等、全ての関係者が一丸となって子どもの命を守り、育て、いじめに向き合うことの重要性が示され、またこれに関連する予算が新たに措置されたところである。
そこで、小・中学校、高等学校、特別支援学校の児童生徒や教職員に加え、ＰＴＡ、地区住民、青少年育成団体等が、児童生徒の自己肯定感を高め、いじめ未然防止のために以下の取組を実施する。
「子どもを地域で守り育てる県民運動」
　今までは、「子どもを地域で守り育てる県民運動」として、県内の家庭・地域・学校・青少年の育成に関わる個人及び団体等が参加し、「すべての大人でいじめをなくす」ことを目標に、各地区（岐阜・西濃・美濃・可茂・東濃・飛騨）で独自の「いじめ撲滅宣言」や「あったかい言葉かけ運動」などの活動を続けてきた。
　今後は、更に今年度新設された国の委託事業を活用し、この県民運動の活動を以下のとおり新設・拡充することで、いじめの未然防止を図っていく。
(1) 「居場所と絆づくり交流会」の新設
県内各地で、児童生徒と地域の大人達との交流の場を設け、いじめの問題やその未然防止等について、それぞれの思いを交流することを、新たに全県的に実施する。
(2) 「あったかい言葉かけ運動」の拡充
大人が子どもに、そして子ども同士がお互いにあったかい言葉をかけ合ったり、あったかい言葉を作品募集し、普及することで思いやりあふれるあたたかい関係を作り出すことを目指して取り組んできた。この運動を更に全県的に盛り上げていくため、今までの取り組みに加え、積極的な啓発活動を新たに実施する。
(3) いじめ未然防止取組の啓発活動
上記の新規事業（1）や拡充事業（2）を広報するためのポスターやカレンダー、いじめ未然防止に関する保護者・地域向けの啓発資料等を新たに作成し、各学校や県民に向けて啓発活動を実施する。
	２　所要経費


・事業費　1,107 千円
　　　旅費　133千円、報償費　82千円、印刷製本費　865千円、消耗品費　27千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正
要求額
	1,107
	1,107
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	1,107
	1,107
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


（別紙２）
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　各地区での取組により、児童生徒が、思いやりのある望ましい人間関係を生み出すとともに、いじめの問題を大人が強く意識し、「子供を地域で守り育てる県民運動」を県内に広く普及・啓発します。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	子どもを地域で守り育てる県民運動出席者数
	1,024人
（H24）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	1,300人
（H25）
	％


	あったかい言葉かけ運動標語募集数
	30,374点
（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	40,000点
（H25）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25年度の取組）
	


（平成25年度の成果）
	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	いじめについては、全国的に社会問題化しており、学校では、アンケート調査や状況把握等、早期発見・早期対応等をきめ細かく行っている。しかし、解消の割合は向上しておらず、事後対応では限界がある。その対策として、未然防止の取組が重要であるが、ＰＴＡ、地域、関係機関の方とのいじめに対する未然防止の活動は、県全体として、あまり取り組まれておらず、課題となっている。ＰＴＡ、地域、関係機関の方を巻き込んだいじめに対する未然防止を推進するこの事業の必要性は非常に高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　ＰＴＡ、地域住民、少年育成団体等の大人が、いじめの未然防止の意識を高めることが目的である。そのためには、より多くの大人の方に「子供を地域で守り育てる県民運動」の現状や成果を知ってもらうことが必要であり、そのための啓発資料や周知資料が多くの方に届くことが大切になる。また、参加した大人が、この運動の重要性を各団体等で広げることが重要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　より多くの児童生徒や大人が、いじめについての認識を高め、あったかい言葉をかけ合うようになる「いじめ未然防止」に効果のある取組を県内全域に広めていきます。


